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第１ 包括外部監査の概要 

１ 監査の種類 

自治法第 252 条の 37 第 1 項及び第 2 項及び第 4 項並びに千葉県外部監査契約に

基づく監査に関する条例（平成 11 年千葉県条例第 1 号）第 2 条の規定に基づく包

括外部監査である。 

 

２ 選定した特定の事件（テーマ） 

（１）監査対象 

公債権及び私債権としての収入未済（未収金）の管理に係る内部統制の整備・

運用状況及び財務事務の執行について 

 

（２）監査対象期間 

原則として令和 5 年度（必要に応じて、他年度についても監査対象とする。）。 

ただし、令和 5 年度決算書は令和 6 年 11 月に公表されたため、令和 4 年度の

決算情報を基にサンプルを抽出している。 

 

３ 事件を選定した理由 

令和 5 年 3 月 17 日に公布・施行された「千葉県債権管理条例」による事務手続

に与える影響は、令和 5 年度からであると考えられることから、「公債権及び私債

権としての収入未済（未収金）の管理に係る内部統制の整備・運用状況及び財務事

務の執行について」は令和 6 年度に実施すべきであると判断をしていたところであ

るが、令和 4 年度、令和 5 年度及び令和 6 年度の「当初予算要求通知のポイント」

を拝見したところ、毎年、「厳しい財政状況の中でも、真に必要な県民サービスを

提供していくためには、全庁を挙げて財源確保に取り組みつつ、限られた予算を有

効に活用する必要がある」として、「第３ 要求基準について」において、「１ 歳

入」に対する方針を、次のように継続して提起している。 

「（1） 滞納整理の促進や未収金の解消、未利用県有地等の処分、受益者負担の

適正化などにより、歳入確保に努めてください。 

（2） 国庫支出金については、国の予算編成の動向を的確に把握し、最大限活用

してください。」 

このうち、県として裁量の範囲が大きいのは、（1）であることから、歳入確保に

かかる事務手続を監査対象とすべきであると判断した。 

 

４ 監査の内容 

（１）監査の実施目的 

平成 11 年 4 月から施行された外部監査制度の目的は、地方公共団体の監査機
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能の強化にあり、監査に係る専門性及び独立性を担保することにより監査に対す

る県民の信頼を高めることにあると認識している。特に、包括外部監査の制度趣

旨は地方公共団体の様々な監査機能のうち、特に財務監査の機能強化を中心とす

るものであり、その目的は、監査テーマに選定した特定の事務の執行等が法令及

び条例等に従って合規性の面で問題がないかどうかを検証すること、併せて、経

済性及び効率性等の面で意見を述べる必要はないかどうかを検討し、監査結果報

告書に取りまとめることにある。 

したがって、地方公共団体が作成する決算書の正確性を全体として保証するも

のではないが、包括外部監査人が選定した監査テーマに関して、合規性の観点で

の限定的な保証を中心とし、併せて事務事業の改善等に資する経済性及び効率性

等の観点での意見を述べることで、地方公共団体の財務事務の改善を促し、事務

事業の見直しの際の指針等に活用されるべき効果を有するものと考える。 

 

（２）監査基準 

一般に公正妥当と認められる公監査の基準 

 

（３）監査における問題意識 

「（１）監査の実施目的」にも記載した通り、令和 4 年度、令和 5 年度及び令

和 6 年度の「当初予算要求通知のポイント」において、毎年、「厳しい財政状況

の中でも、真に必要な県民サービスを提供していくためには、全庁を挙げて財源

確保に取り組みつつ、限られた予算を有効に活用する必要がある」として、「第３

要求基準について」において、「１ 歳入」に対する方針を継続して提起している

ところだが、県として裁量の範囲が大きいのは「（1） 滞納整理の促進や未収金の

解消、未利用県有地等の処分、受益者負担の適正化などにより、歳入確保に努め

てください。」であることから、歳入確保にかかる事務手続を監査対象とした。 

このうち、さらに、収入未済の回収事務手続に範囲を絞った。 

収入未済は県の債権であり、集金することは当然の権利であるが、債務者等、

相手方の事情を考慮する必要があり、回収事務手続には様々な困難があることは

十分に想定できるところである。しかし、県の回収事務手続にかかる費用を考慮

することなく、回収事務手続を完済するまで継続することは、必ずしも、「財源確

保」にはならないことも考えられることから、回収事務手続にかかる費用と回収

可能債権額との関係をどのように整理しているかについても検証を行うことと

した。 

この点については、県としても次のような文書を公表しているところである。 

①「税外収入未済額の縮減に向けた債権管理の強化方針」（平成 24 年 1 月 27

日千葉県債権管理連絡会議） 
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②「徴収困難な債権に関する基本的な考え方について（通知）」（平成 28 年 10

月 14 日総務部長） 

③「「徴収困難な債権に関する基本的な考え方」の改定について（通知）」（令和

5 年 6 月 28 日総務部長） 

なお、③に先立って、令和 5 年 3 月 17 日に「千葉県債権管理条例」が公布・

施行されている。これは県としての現在の検討結果を示したものであると理解し

ている。 

すなわち、この条例が施行される前は、債権放棄をするためには県議会の承認

が必要であったのに対し、同条例第 9 条第 1 項各号のいずれかの条件に合致する

場合には、「知事等」が「債権を放棄することができる。」こととし、債権放棄、

つまり回収事務手続を終了するための手続を簡素化したのである。 

 

千葉県債権管理条例 

令和５年３月１７日 

千葉県条例第１号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、県の債権の管理に関し必要な事項を定めることにより、その管

理の一層の適正化を図ることを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 県の債権 金銭の給付を目的とする県の権利（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４０条第４項第１号及び第３号から第８号までに掲げる債権を除

く。）をいう。 

二 非強制徴収債権 県の債権のうち、地方自治法第２３１条の３第３項に規定す

る分担金等に係る債権以外のものをいう。 

 

 （法令等との関係） 

第３条 県の債権の管理に関する事務の処理については、法令又は他の条例に定める

もののほか、この条例の定めるところによる。 

 

 （知事等の責務） 

第４条 知事及び地方公営企業の管理者（以下「知事等」という。）は、法令及び条例

の定めるところにより、県の債権を適正に管理し、これに係る収入を厳正に確保し
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なければならない。 

 

 （体制の整備） 

第５条 知事等は、県の債権の管理に関する事務の状況を的確に把握するとともに、

その管理の適正化を図るために必要な体制を整備しなければならない。 

 

 （管理の原則） 

第６条 県の債権の管理に関する事務は、当該県の債権の発生原因及び内容に応じて、

財政上最も県の利益に適合するように処理しなければならない。 

 

 （督促等） 

第７条 知事等は、県の債権について、地方自治法その他の法令の定めるところによ

り、その督促、滞納処分、強制執行その他その保全及び取立てに関し必要な措置を

とらなければならない。 

 

 （滞納処分の執行の停止等） 

第８条 知事等は、県の債権について、地方自治法その他の法令の定めるところによ

り、必要に応じて、その滞納処分の執行の停止、徴収停止若しくは履行期限の延長

又は当該県の債権に係る債務の免除をするものとする。 

 

 （放棄） 

第９条 知事等は、非強制徴収債権について次の各号（時効による消滅について時効

の援用を要しないものにあっては、第一号を除く。）のいずれかに該当するときは、

当該非強制徴収債権及びその履行の遅滞に係る損害賠償金その他の徴収金に係る債

権を放棄することができる。 

一 消滅時効が完成したとき（債務者が当該消滅時効の利益を放棄することが見込

まれる特別の事情があるときを除く。）。 

二 債務者が死亡した場合において、その相続人のあることが明らかでなく、かつ、

その相続財産の価額が強制執行をした場合の費用並びに他の優先して弁済を受け

る県の債権（地方自治法第２４０条第４項第１号及び第３号から第８号までに掲

げる債権を含む。）及び県以外の者の権利の金額の合計額を超えないと見込まれる

とき。 

三 法人である債務者について、破産法（平成１６年法律第７５号）第２１６条第

１項又は第２１７条第１項の規定による破産手続廃止の決定が確定したとき。 

四 破産法第２５３条第１項その他の法令の規定により債務者がその責任を免れた

とき。 
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五 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７１条の５の規定による措

置をとった日から３年を経過した後において、なお、同条に規定する場合に該当

するとき。 

２ 知事等が前項の規定による放棄をしたときは、知事は、速やかにこれを議会に

報告しなければならない。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（４）監査の視点 

県の債権回収事務手続、すなわち、収入未済額の回収事務手続は、対象とする

債権の種類によって、実施できる手続が異なっている。 

県の債権は、次のように分類される。 

債権は、その発生原因により、公法上の債権、私法上の債権の大きく 2 種類に分け

ることができる。地方公共団体が法人として有する権能には、行政権の主体として一

般人の有しない特別の権能と、一般私人の持つ権能と同等の権能とがあり、前者の権

能に基づき発生する債権が「公法上の債権」（以下「公債権」という。）であり、後者の

権能に基づき発生する債権が「私法上の債権」（以下「私債権」という。）であると整理

することができる。 

「公法上の債権」は、さらに、強制徴収ができる債権（滞納処分規定のあるもの。以

下「強制徴収公債権」という。）と、強制徴収ができない債権（滞納処分規定のないも

の。以下「非強制徴収公債権」という。）に区分される。 

本手引での記載をはじめ、本県の債権管理においては、この 3 種類の分類を基礎に

各種の調査や通知等を行ってきており、各所属において管理している債権が、強制徴

収公債権、非強制徴収公債権又は私債権のいずれに該当するかによって、事務手続は

大きく異なるため、担当課は、その所管する債権の種類を確実に把握しておく必要が

ある。 
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出典：債権管理適正化の手引 

 

以下、債権管理適正化の手引により、債権の内容及び債権の種類ごとの事務処

理の流れを確認しておく。 
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※「使手条例」とは、使用料及び手数料条例（昭和 31 年千葉県条例第 6 号）のことをいう。 
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※「国徴法」とは、国税徴収法（昭和 34 年法律第 147 号）のことをいう。 
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上記の手引に従って、回収事務手続が適切に実施されているか、特に、次の事

務処理手続に移行する際の判断や、書面の作成について検証を行うことで、事務

処理手続が手引や諸規定に従って遂行されているかを確認することができると

考える。 

また、債権放棄の判断の時期や判断の妥当性については、県の方針に沿うもの

となっているかに留意したい。 
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（５）主な監査手続の概要 

① 各監査対象部局から対象収入未済の計上、回収過程、最終処分までに係る証

憑の確認、担当者に対する確認等の手続実施 

② その他、テーマを踏まえて包括外部監査人が必要と認める手続 

 

（６）指摘事項及び意見 

指摘事項及び意見は、「第３ 包括外部監査の結果 Ⅲ 各論としての監査結

果」の関連する事実の後に、「指摘」又は「意見」として記載している。 

指摘事項とは、主に合規性に関する事項（法令、条例、規則、規程又は要綱等

に抵触する事項）、又は経済性、効率性及び有効性に関する事項のうち著しく重

要性が高いと判断する事項であり、県において措置が必要であると認められるも

のである。 

また、意見とは、指摘事項には該当しないが、経済性、効率性及び有効性の観

点から事務の執行の合理化のために改善を要望する事項であり、県がこの意見を

受けて何らかの対応を図ることを強く期待するものである。 

県は指摘事項及び意見について、監査結果を参考に、措置を講じその状況を公

表している。 

 

（７）監査対象 

令和 5 年度の県の組織は以下のとおりである。 

知事部局 

知事部局(本庁：8 部、92 課 出先機関：131 機関) 

総務部(12 課 出先機関 26 機関) 

総務部デジタル改革推進局(3 課) 

総合企画部(10 課 出先機関 2 機関) 

防災危機管理部(4 課 出先機関 1 機関) 

健康福祉部(13 課 出先機関 33 機関) 

環境生活部(10 課 出先機関 2 機関) 

環境生活部スポーツ・文化局(3 課 出先機関 4機関) 

商工労働部(8 課 出先機関 8 機関) 

農林水産部(10 課 出先機関 20 機関) 

農林水産部水産局(3 課 出先機関 7 機関） 

県土整備部(12 課 出先機関 22 機関) 

県土整備部都市整備局(6 課 出先機関 6 機関) 

出納局 
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公営企業 

企業局（本庁：4 部、12課 出先機関 17機関） 

管理部（4 課 出先機関 5 機関） 

水道部（3 課 出先機関 9 機関） 

工業用水部（2課 出先機関 3 機関） 

土地管理部（3課） 

病院局（1 課 出先機関 6 機関） 

県議会 

行政委員会 

教育委員会 

公安委員会 

選挙管理委員会 

監査委員 

人事委員会 

労働委員会 

海区漁業調整委員会 

内水面漁場管理委員会 

収用委員会 

出典：令和 5 年 4 月 1 日付け県の組織体制概要に基づき監査人作成 

 

上記組織のうち、収入未済額の管轄所属は債権ごとに分かれているが、網羅的

に監査対象とするのではなく、収入未済額残高の大きなものから選定することと

した。 

抽出は、「令和 4 年度一般会計税外収入未済額」「令和 4 年度特別会計税外収入

未済額」「令和 4 年度企業会計収入未済額」の 3 種類の収入未済額の明細を令和

4 年度末残高の大きい順に並べ替え、上位 50 件を抽出した。 
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監査人作成：令和 4 年度決算書「一般会計税外収入未済額」「特別会計税外収入未済額」「企業会計収入未済額」の 

令和 4 年度収入未済額上位 50 件 
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この 50 件は、「債権名称」ごとに集計をしたものであるため、さらに、「債権

名称」ごとにサンプルを抽出する作業が必要となったが、少なくともこの 50 件

に入った所属は漏れなく対象とするように絞り込みを行った。 

この結果、以下の債権名称の収入未済額をサンプル母集団とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査人作成：令和 6 年度包括外部監査対象一覧 

各サンプル母集団から、サンプルを抽出した方法は、「第３ 包括外部監査の

結果 Ⅲ 各論としての監査結果」に記載する。 

以上から、監査対象部局は以下のとおりとした。 

【知事部局】 

・総務部 

政策法務課 

・健康福祉部 
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健康福祉指導課、児童家庭課、障害者福祉推進課、障害福祉事業課、

医療整備課 

・環境生活部 

ヤード・残土対策課 

・商工労働部 

経済政策課、経営支援課 

・農林水産部 

団体指導課、環境農業推進課 

・県土整備部 

用地課、道路整備課、道路環境課、河川環境課、港湾課、公園緑地課、

住宅課 

【企業局】 

・管理部 

業務振興課 

・水道部 

浄水課、給水課 

・土地管理部 

土地事業調整課 

【病院局】 

経営管理課 

【教育委員会】 

・企画管理部 

財務課 

【公安委員会】 

・交通部 

交通指導課 

 

選定した監査対象所属の分掌事務は、千葉県組織規程、千葉県企業局組織規程、

千葉県病院局組織規程、千葉県教育委員会行政組織規則、千葉県警察の組織に関

する規則によれば、次のように規定されている。 

 

ア 知事部局 

総務部 政策法務課 

一 公印の管守に関すること。 

二 文書の受発、記録、配付、審査、浄書、編さん及び保存に関すること。 

三 公告式、県報及び県例規集の編さん及び発行並びに官報報告に関すること。 
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四 政策法務に関すること。 

五 地方自治法第百八十条の五第一項及び第二項に規定する委員会及び委員の権限

に属する事務に係る条例の立案に関すること。 

六 法規審査及び法令の解釈その他法制に関すること。 

七 使用料及び手数料条例（昭和三十一年千葉県条例第六号）、使用料及び手数料条

例施行規則（昭和三十一年千葉県規則第二十九号）及び千葉県補助金等交付規則

（昭和三十二年千葉県規則第五十三号）の立案に関すること。 

八 訴訟に係る事務の総括に関すること。 

九 行政書士法（昭和二十六年法律第四号）及び犯罪による収益の移転防止に関す

る法律（平成十九年法律第二十二号。行政書士及び行政書士法人に関するものに

限る。）の施行に関すること。 

十 損害賠償事故に係る事務の総括に関すること。 

十一 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十

八年法律第五十号。第十三号において「整備法」という。）第四十二条第二項に規

定する特例民法法人並びに公益信託ニ関スル法律（大正十一年法律第六十二号）

に規定する公益信託及び信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平

成十八年法律第百九号）第二条の規定によりなお従前の例によることとされる信

託のうち同法第一条の規定による改正前の信託法（大正十一年法律第六十二号）

に規定する公益信託に係る事務の総括に関すること。 

十二 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成十八年法律第四

十九号）の施行に関すること。 

十三 整備法第一章第四節第五款の規定の施行に関すること（移行法人に係るもの

に限る。）。 

十四 文書館に関すること。 

十五 公益認定等審議会に関すること。 

十六 行政手続法（平成五年法律第八十八号）及び千葉県行政手続条例（平成七年

千葉県条例第四十八号）の施行に関すること。 

 

健康福祉部 健康福祉指導課 

一 保健、医療及び福祉に関する統計調査（部内他課において所掌するものを除く。）

並びに人口動態統計調査に関すること。 

二 地域福祉に関すること。 

三 社会福祉事業団体及び社会福祉事業施設（児童家庭課、子育て支援課、高齢者

福祉課及び障害福祉事業課において所掌するものを除く。）の指導監督に関するこ

と。 



18 
 

四 社会福祉研修に関すること。 

五 社会福祉主事の養成機関等並びに社会福祉士及び介護福祉士の養成施設の指定

等に関すること。 

六 社会福祉法人等の運営管理、入所者処遇及び会計管理の指導監査及びその実施

のための調整に関すること。 

七 福祉サービスの第三者評価・情報公表の推進に関すること。 

八 生活福祉資金等に関すること。 

九 引揚援護事業に関すること。 

十 旧陸海軍関係者の復員及び一般邦人の帰還処理に関すること。 

十一 旧陸海軍関係未復員者及び一般邦人未復員者の状況調査及び死亡認定に関す

ること。 

十二 旧陸海軍関係者及び一般邦人の死亡報告、死亡告示並びに遺骨遺留品の伝達

に関すること。 

十三 未帰還者留守家族等援護法（昭和二十八年法律第百六十一号）による留守家

族、遺族及び帰還者に対する諸給与金の支給に関すること。 

十四 旧陸海軍関係者の恩給に関すること。 

十五 戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和二十七年法律第百二十七号）に基づく遺

族年金、障害年金（一時金）及び弔慰金に関すること。 

十六 旧軍人軍属等の身分証明に関すること。 

十七 戦没者遺家族、戦傷病者等及び法務関係者の援護に関すること。 

十八 旧軍人軍属等戦傷病者援護団体及び遺族援護団体の指導に関すること。 

十九 戦没者の叙位及び叙勲に関すること。 

二十 行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治三十二年法律第九十三号）、民生委員法

（昭和二十三年法律第百九十八号）、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四

号）、社会福祉法（健康福祉政策課、児童家庭課、子育て支援課、高齢者福祉課及

び障害福祉事業課において所掌するものを除く。）、引揚者給付金等支給法（昭和

三十二年法律第百九号）、未帰還者に関する特別措置法（昭和三十四年法律第七

号）、社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和三十六年法律第百五十五号）、戦没

者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和三十八年法律第六十一号）、戦傷病者特

別援護法（昭和三十八年法律第百六十八号）、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金

支給法（昭和四十年法律第百号）、戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法（昭

和四十一年法律第百九号）、戦没者の父母等に対する特別給付金支給法（昭和四十

二年法律第五十七号）、引揚者等に対する特別交付金の支給に関する法律（昭和四

十二年法律第百十四号）、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成六年法律第三十

号）、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）、北朝
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鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律（平成十四年法律第百四

十三号）、独立行政法人福祉医療機構法（平成十四年法律第百六十六号）、子どもの

貧困対策の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十四号）、生活困窮者自立支

援法（平成二十五年法律第百五号）、再犯の防止等の推進に関する法律（平成二十

八年法律第百四号）、千葉県社会福祉士及び介護福祉士修学資金貸付条例（平成五

年千葉県条例第二号）、千葉県福祉のまちづくり条例（平成八年千葉県条例第一号。

建築指導課において所掌するものを除く。）、千葉県社会福祉センター設置管理条

例（令和三年千葉県条例第三十四号）等の施行に関すること。 

 

健康福祉部 児童家庭課 

一 児童（障害児を除く。）の福祉及び育成に関すること。 

二 児童の虐待防止対策に関すること。 

三 ひとり親家庭等の福祉に関すること。 

四 母子の保護に関すること。 

五 ひとり親家庭等の自立支援に関すること。 

六 母子保健に関すること。 

七 児童の保健医療に関すること。 

八 社会福祉事業団体及び社会福祉事業施設（児童（障害児を除く。）の福祉、子育

て支援事業（児童の虐待の防止、ひとり親家庭等及び母子保健に関するものに限

る。次号において同じ。）及び困難な問題を抱える女性の自立支援に関するものに

限る。）の指導監督に関すること（生活困難者の福祉に係るものを除く。）。 

九 児童福祉司等の人材の育成及び確保に関すること。 

十 児童福祉法（疾病対策課、子育て支援課及び障害福祉事業課において所掌する

ものを除く。）、母体保護法（昭和二十三年法律第百五十六号）、社会福祉法（児童

（障害児を除く。）の福祉、子育て支援事業、母子及び父子並びに寡婦の福祉並び

に困難な問題を抱える女性の自立支援に関するものに限る。）、売春防止法（昭和

三十一年法律第百十八号）、児童扶養手当法（昭和三十六年法律第二百三十八号）、

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）、母子保健法（昭

和四十年法律第百四十一号）、児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第

八十二号）、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三

年法律第三十一号）、民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保

護等に関する法律（平成二十八年法律第百十号）、困難な問題を抱える女性への支

援に関する法律（令和四年法律第五十二号）、千葉県子どもを虐待から守る条例（平

成二十八年千葉県条例第六十六号）等の施行に関すること。 

十一 児童相談所、生実学校、富浦学園及び女性サポートセンターに関すること。 

十二 その他児童（障害児を除く。）に関すること。 
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健康福祉部 障害者福祉推進課 

一 障害者及び障害児の福祉に関する企画調査に関すること。 

二 心身障害者扶養年金制度に関すること。 

三 重度心身障害者及び重度心身障害児の保健医療に関すること。 

四 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）、知的障害者福祉法（昭和

三十五年法律第三十七号）、特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和三十九

年法律第百三十四号）、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）、精神保健福

祉士法（平成九年法律第百三十一号）、身体障害者補助犬法（平成十四年法律第四

十九号）、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関す

る法律（平成十五年法律第百十号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。更生医療及び精神通院医療に

係る自立支援医療費、地域生活支援事業並びに障害福祉計画に関することに限

る。）、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第六

十五号）、千葉県精神保健福祉センター設置管理条例（昭和四十五年千葉県条例第

四十八号）、障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例（平成十

八年千葉県条例第五十二号）、千葉県手話言語等の普及の促進に関する条例（平成

二十八年千葉県条例第四十九号）等の施行に関すること。 

五 障害者相談センター及び精神保健福祉センターに関すること。 

六 障害者施策推進協議会、地方精神保健福祉審議会及び障害のある人の相談に関

する調整委員会に関すること。 

七 その他障害者及び障害児に関すること。 

 

健康福祉部 障害福祉事業課 

一 社会福祉事業団体及び社会福祉事業施設（障害者及び障害児の福祉に関するも

のに限る。）の指導監督に関すること（生活困難者の福祉に係るものを除く。）。 

二 障害児の療育に関すること。 

三 児童福祉法（障害児に関するものに限る。）、社会福祉法（障害者及び障害児の

福祉に関するものに限る。）、発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号。産

業人材課において所掌するものを除く。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（障害者福祉推進課において所掌するものを除く。）、障

害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成二十三年法

律第七十九号）、千葉県千葉リハビリテーションセンター設置管理条例（昭和五十

五年千葉県条例第三十八号）、千葉県県立医療施設看護師等修学資金貸付条例（昭

和五十七年千葉県条例第二号。千葉リハビリテーションセンターに係るものに限
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る。）等の施行に関すること。 

四 障害者介護給付費等不服審査会に関すること。 

 

健康福祉部 医療整備課 

一 医療法人等の指導及び監督等に関すること。 

二 救急医療体制の整備に関すること。 

三 医師確保対策に関すること。 

四 看護師確保対策に関すること。 

五 看護研修に関すること。 

六 自治体病院の支援に関すること。 

七 医療安全相談センターに関すること。 

八 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和二十二年法

律第二百十七号）、医師法（昭和二十三年法律第二百一号）、歯科医師法（昭和二十

三年法律第二百二号）、保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）、歯

科衛生士法（昭和二十三年法律第二百四号）、医療法（健康福祉政策課において所

掌するものを除く。）、死体解剖保存法（昭和二十四年法律第二百四号）、診療放射

線技師法（昭和二十六年法律第二百二十六号）、歯科技工士法（昭和三十年法律第

百六十八号）、臨床検査技師等に関する法律（昭和三十三年法律第七十六号）、理学

療法士及び作業療法士法（昭和四十年法律第百三十七号）、柔道整復師法（昭和四

十五年法律第十九号）、視能訓練士法（昭和四十六年法律第六十四号）、臨床工学技

士法（昭和六十二年法律第六十号）、義肢装具士法（昭和六十二年法律第六十一号）、

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（医療機関の再編

の事業に関する計画に係るものに限る。）、救急救命士法（平成三年法律第三十六

号）、看護師等の人材確保の促進に関する法律（平成四年法律第八十六号）、臓器の

移植に関する法律（眼球の移植に関するものに限る。）、言語聴覚士法（平成九年法

律第百三十二号）、千葉県保健師等修学資金貸付条例（昭和三十七年千葉県条例第

三十三号）、千葉県理学療法士等修学資金貸付条例（昭和五十八年千葉県条例第一

号）、千葉県自治体病院医師確保研修資金等貸付条例（平成十九年千葉県条例第二

号）、千葉県医師修学資金貸付条例（平成二十年千葉県条例第四十五号）、千葉県医

師修学資金及び看護師修学資金特例貸付条例（平成二十二年千葉県条例第二号）、

千葉県ＡＥＤの使用及び心肺蘇生法の実施の促進に関する条例（平成二十八年千

葉県条例第五十七号）等の施行に関すること。 

九 保健医療大学、鶴舞看護専門学校及び野田看護専門学校に関すること。 

十 医療審議会（医療法に基づく病院等に係る許可及び医療法人に係る認可並びに

地域における医師確保に関するものに限る。）に関すること。 

十一 准看護師試験委員に関すること。 
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環境生活部 ヤード・残土対策課 

一 有害使用済機器の保管等に係る指導（これに付随して行う廃棄物に係る指導を

含む。）及び監視に関すること。 

二 フロン類の管理等に係る指導及び監視に関すること。 

三 使用済自動車の再資源化等に係る指導（これに付随して行う廃棄物に係る指導

を含む。）及び監視に関すること。 

四 土砂等の埋立て等に係る指導及び監視に関すること。 

五 特定自動車部品の保管等に係る指導及び監視に関すること。 

六 再生土の埋立て等に係る指導及び監視に関すること。 

七 特定再生資源屋外保管業に係る指導及び監視に関すること。 

八 第二号及び第四号から前号までに掲げる事務に付随して行う廃棄物に係る指導

及び当該指導を行うために必要な立入検査に関すること。 

九 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（第一号、第三号及び前号に掲げる事務に

係るものに限る。）、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平

成十三年法律第六十四号）、使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成十四年

法律第八十七号）、千葉県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防

止に関する条例（平成九年千葉県条例第十二号）、千葉県特定自動車部品のヤード

内保管等の適正化に関する条例（平成二十六年千葉県条例第五十五号）、千葉県再

生土の埋立て等の適正化に関する条例（平成三十年千葉県条例第四十五号）及び

千葉県特定再生資源屋外保管業の規制に関する条例（令和五年千葉県条例第三十

号）の施行に関すること。 

 

商工労働部 経済政策課 

一 部内各課の連絡調整に関すること。 

二 商工労働行政に係る立案、調整及び評価に関すること。 

三 経済の国際関連施策に関すること。 

四 貿易の振興に関すること。 

五 商工会議所、商工会及びその連合団体に関すること。 

六 中小企業団体中央会及び商工業者の組織する団体に関すること。 

七 国際会議等の誘致に関すること。 

八 アクアライン及び圏央道の活用促進に関すること。 

九 ちば国際コンベンションビューローに関すること（コンベンションに係るもの

に限る。）。 

十 中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）、商工会議所法（昭和

二十八年法律第百四十三号）、中小企業団体の組織に関する法律（昭和三十二年法
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律第百八十五号）、商工会法（昭和三十五年法律第八十九号）、官公需についての中

小企業者の受注の確保に関する法律（昭和四十一年法律第九十七号）、生活関連物

資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律、国民生活安定緊急措

置法、中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用

管理の改善の促進に関する法律（平成三年法律第五十七号。経済産業省の所管に

係るものに限る。）、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法

律（平成五年法律第五十一号）、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の

基盤強化に関する法律（成田空港政策課、産業振興課及び企業立地課において所

掌するものを除く。）等の施行に関すること。 

十一 日本コンベンションセンター国際展示場に関すること。 

十二 千葉県産業振興センターに関すること。 

十三 その他部内他課の所掌に属しない事項に関すること。 

 

商工労働部 経営支援課 

一 中小企業の金融に関すること。 

二 金融機関との連絡調整に関すること。 

三 信用保証協会に関すること。 

四 中小企業構造の高度化に係る事業計画に関すること。 

五 設備導入資金及び高度化資金に関すること。 

六 商業、倉庫業及びサービス業の振興及び経営支援に関すること。 

七 信用保証協会法（昭和二十八年法律第百九十六号）、小規模企業の事業活動の活

性化のための中小企業基本法等の一部を改正する等の法律（平成二十五年法律第

五十七号）附則第三条第一項の規定によりなお従前の例によることとされる小規

模企業者等設備導入資金助成法（昭和三十一年法律第百十五号）、小売商業調整特

別措置法（昭和三十四年法律第百五十五号）、商店街振興組合法（昭和三十七年法

律第百四十一号）、中小企業支援法（昭和三十八年法律第百四十七号）、中小小売商

業振興法（昭和四十八年法律第百一号）、大規模小売店舗立地法（平成十年法律第

九十一号）、中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）、中小企

業等経営強化法（平成十一年法律第十八号。エンジェル税制及び経営革新に係る

ものに限る。）、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（平成二十年

法律第三十三号）、商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促

進に関する法律（平成二十一年法律第八十号）等の施行に関すること。 

八 千葉県中小企業融資損失てん補条例（昭和四十一年千葉県条例第四十一号）の

施行に関すること。 

九 大規模小売店舗立地審議会に関すること。 
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農林水産部 団体指導課 

一 農業協同組合の指導に関すること。 

二 森林組合の指導に関すること（森林課において所掌するものを除く。）。 

三 水産業協同組合の指導に関すること。 

四 農事組合法人に関すること。 

五 農業者年金に関すること。 

六 農林業の金融に関すること。 

七 農業共済に関すること。 

八 水産業の金融及び共済に関すること。 

九 農業協同組合等の検査に関すること。 

十 千葉県農業信用基金協会の検査に関すること。 

十一 森林組合の検査に関すること。 

十二 水産業協同組合の検査に関すること。 

十三 土地改良区等の検査に関すること。 

十四 農業共済保険審査会に関すること。 

 

農林水産部 環境農業推進課 

一 食育の推進に関すること。 

二 ちばエコ農業に関する部内の総括に関すること。 

三 有機農業に関する部内の総括に関すること。 

四 農薬の指導取締りに関すること。 

五 植物防疫に関すること。 

六 肥料に関すること。 

七 環境保全型農業の推進に関すること。 

八 農業生産工程管理の推進に関すること。 

九 都市農業に関すること。 

十 市民農園に関すること。 

十一 食品リサイクルに関すること。 

十二 日本農林規格等に関する法律（昭和二十五年法律第百七十五号）、農用地の土

壌の汚染防止等に関する法律（水質保全課において所掌するものを除く。）、米穀

等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（平成二十一年法

律第二十六号）、食品表示法（健康づくり支援課及び衛生指導課において所掌する

ものを除く。）、農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（自然環境の

保全に資する農業の生産方式として農林水産省令で定めるものを導入した農業生

産活動の実施を推進する事業に係るものに限る。）、環境と調和のとれた食料シス

テムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和四年法律
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第三十七号。森林課及び水産課において所掌するものを除く。）等の施行に関する

こと。 

 

県土整備部 用地課 

一 部内の用地及び補償に関する指導及び総合調整に関すること。 

二 部内の登記事務の指導に関すること。 

三 国土交通省所管の公共用財産（港湾課において所掌するものを除く。）及び土木

工事によつて生じた廃道敷、廃川敷等で県有地となつたものの管理及び処分に関

すること。 

四 公共事業に係る移転資金の利子補給に関すること。 

五 千葉県施行の公共事業に伴う損失補償基準（昭和四十一年千葉県訓令第二号）

の施行に関すること。 

六 測量法（昭和二十四年法律第百八十八号）、国土調査法（昭和二十六年法律第百

八十号）、土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）、租税特別措置法（昭和三

十二年法律第二十六号。特定住宅用地の認定に係るものに限る。）、公共用地の取

得に関する特別措置法（昭和三十六年法律第百五十号）、不動産の鑑定評価に関す

る法律（昭和三十八年法律第百五十二号）、地価公示法（昭和四十四年法律第四十

九号）、公有地の拡大の推進に関する法律（市町村課において所掌するものを除

く。）、国土利用計画法（政策企画課において所掌するものを除く。）、土地基本法

（土地取引等の規制に関することに限る。）、所有者不明土地の利用の円滑化等に

関する特別措置法（平成三十年法律第四十九号）等の施行に関すること。 

七 土地等の収用、買収及び補償に関すること。 

八 千葉県土地利用審査会、千葉県事業認定審議会及び千葉県地価調査委員会に関

すること。 

九 千葉県土地開発公社の業務の監督等に関すること。 

 

県土整備部 道路整備課 

一 道路事業（有料道路に係るものを含む。）の調査、調整に関すること。 

二 道路の新設及び改築に関すること。 

三 都市計画道路事業に関すること。 

四 連続立体交差の計画及び事業に関すること。 

五 市町村道に関すること。 

六 道路法（道路の新設及び改築等に関するものに限る。）、道路整備特別措置法（道

路の新設及び改築等に関するものに限る。）、道路整備事業に係る国の財政上の特

別措置に関する法律（道路の新設及び改築等に関するものに限る。）、踏切道改良

促進法（道路の新設及び改築等に関するものに限る。）、都市計画法（都市計画道路


